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OpenStreetMapを用いた協同編集可能な
地域安全マップシステムの試作
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概要：近年，子どもが被害者となる凶悪犯罪のニュースが続いており，全国各地では様々な取り組みが行
われている．本稿の目的は，子ども達の視線から危険箇所を明らかにするために，地域安全マップシステ
ムを使った地域安全マップ作成活動の提案である．本稿では，子どもが自ら犯罪が起きやすいと思われる
場所の情報を入力し，子どもが入力した情報を共有する地域安全マップシステムを試作した．本システム
では，WebSocket技術を用いることで，ユーザ間でリアルタイムに編集情報を共有しながら地図を作成で
きる協同作業機能を実装した．また，地域安全マップの活用の可能性を広げるために，利用規約の制約の
ある既存の地図サービスではなく，自由に活用可能な OpenStreetMapを利用した．評価実験では，地域
安全マップ作成ワークショップに参加した子ども達を対象に，地域安全マップ作成の効果についてのアン
ケートを実施したところ，従来の地域安全マップ作成活動と同等の効果が得られることを確認した．
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Abstract: In recent years, news of violent crime that kids become victims continues. Various initiatives
are being conducted throughout the country. The purpose of this paper is to propose Community Safety
Map creation activity using Community Safety Map System to clarify dangerous part from the viewpoint of
children. In this paper, we tried to create a Community Safety Map System that allows children to input
information on places where crime is likely to occur themselves and share information entered by children.
In this system, by using WebSocket technology, we implemented a collaborative work function that enables
users to create maps while sharing information in real time among users. Also, in order to expand the pos-
sibility of utilization of the Community Safety Map, we used OpenStreetMap, which is freely available, not
an existing map service with constraints on terms of use. In the evaluation experiments, we conducted ques-
tionnaires on the effect of Community Safety Map creation for children participating in Community Safety
Map creation workshops. It was confirmed that the same effect as the conventional Community Safety Map
creation activity can be obtained.
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1. はじめに

近年，子どもが被害者となる凶悪犯罪の報道が続いてい

る．全国各地で子どもの安全のために防犯ブザーを持たせ

たり，地域のボランティアや PTAによる子どもの登下校

時の見守り活動，および住民によるパトーロルなど様々な

取り組みが行われている．本稿では，子どもとは，少年法

でいう少年 20歳未満ではなく，児童福祉法の児童（18歳
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未満の者）のうち，小学生・中学生の 15歳までの者をい

う．また，安全とは，犯罪などに対して，子どもらが身体

的および精神的な危険やリスクがない状態をいう．

平成 24年版警察白書 [1]「刑法犯の認知件数」（図 1）で

は，平成 14年をピークとして，近年減少傾向にあり日本の

治安は改善しているとの見方がある．しかし，昭和 20年

代，30年代の認知件数と比較すると，近年の認知件数は依

然として高い水準にあり，犯罪が十分に減少したとはいえ

ない．また，平成 25年版警察白書 [2], [3]「犯罪別子供（13

歳未満の者）の被害件数の推移」（図 2）によると，過去 10

年間で子どもの被害件数では，強制わいせつは減少してい

るが，他の犯罪はほぼ横ばいである．内閣府が平成 24年

に行った治安に関する特別世論調査 [4]では，過去 10年の

日本の治安の変化に関し「悪くなった」または「どちらか

といえば悪くなったと思う」と回答した人の割合が 8割以

上を占めている．一般市民は，治安に対する不安が強く，

子どもの安全に対する不安は減っていないことが分かる．

子どもの安全の重要性から，犯罪の認知件数の増減にか

かわらず，子どもの防犯教育に関する研究も多く行われて

いる [7], [8], [9], [10]．清永ら [5], [6]は，子どもが自分で身

図 1 平成 24 年警察白書：刑法犯の認知件数の推移

（昭和 21 年–平成 23 年）

Fig. 1 2013 police white paper: Trends in the number of penal

code offenses perceived (1946–2012).

図 2 平成 25年警察白書：犯罪別子供（13歳未満の者）の被害件数

の推移（平成 15–24 年）

Fig. 2 2014 police white paper: By crime changes in the num-

ber of damage caused (under 13 years old) (2003–2013).

を守ることができる防犯教育が必要であると提案している．

小宮 [11], [12], [13], [14]は，犯罪機会論に基づいて考案

された被害防止教育（防犯教育）の活動である地域安全マッ

プ作成活動を行っている．地域安全マップ [15], [16]とは，

子ども達が犯罪が起きやすいと思われる場所を記した地図

である．地域安全マップ作成活動は，実際に街で行ったグ

ループでのフィールドワーク調査結果を基に，1枚の模造

紙を使って，複数の子ども達が手書きの絵地図のような形

で地域安全マップを地図として作成する活動である．地域

安全マップ作成活動により，被害防止能力，コミュニケー

ション能力，コミュニティへの愛着，および非行防止能力

の 4つの効果の向上が期待できるとしている [17], [18]．

小宮の提案する地域安全マップは，1枚の模造紙に作成

しており，地域安全マップの活用範囲が限定されること

に，著者らは着目した．1枚の模造紙に作成することでは，

子ども達の手書きによる独自性があること，子ども達や小

さなコミュニティにとって理解しやすい表現方法であるこ

と，などの利点が考えられる．しかし，地域安全マップに

インターネット技術を用いることで，より多くの人の様々

なアイデアにより地域安全マップを活用することが可能と

なる．多様なメディアで活用可能となることで，子ども達

の成果の活用機会が増える．また，子ども達の安全のため

に，新たな活用の可能性を検討することが大人達の役割で

もある．現在インターネットを活用して，安全に関わる情

報配信システムはいくつか存在する．しかし，犯罪発生情

報を警察や自治体が作成して市民に配信し注意喚起を促

すシステムがほとんどであり，子どものための防犯教育と

は趣旨の異なるものである．そこで，著者らは，インター

ネット技術を用いた地域安全マップを地図として作成する

地域安全マップシステムを提案する．

地域安全マップシステムを試作するにあたり，次の手法

により課題を解決した．まず最初に，協同して地域安全

マップを作成できるための仕組みが必要である．地域安全

マップシステムは，ウェブシステムとして開発するが，1

つの地域安全マップを多数のパソコン端末から同時編集

することとなる．このとき，他のユーザの編集作業を把握

することが困難であることから，孤立した編集作業となっ

たり，編集作業が競合してしまうなど，協同作業とはほ

ど遠い環境となる恐れがある．この問題を解決するため，

WebSocket 技術を用い編集操作を同期することで，他の

ユーザの編集操作をブラウザの画面上でリアルタイムに確

認しながら編集可能とする．

次に，地域安全マップを多様に活用するための仕組みが

必要である．地域安全マップシステムで印刷機能を実装す

ることにより，様々な形態により印刷可能となり，活用範

囲が広がる．しかし，印刷物に地図が含まれる場合，既存

のオンライン地図サービスでは，利用規約上の制約が生じ

るケースが多く，自由に地図を活用することが困難となる．
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そこで，利用規約上の制約が少ない OpenStreetMapを利

用することにより，自由に地図を活用可能になる．

インターネット技術を用いることにより，先に述べた地

域安全マップ作成活動での 4つの効果の向上を失わないよ

うにしなければならない．したがって，地域安全マップシ

ステムの評価において，濱本ら [19]の研究を基にし，地域

安全マップの作成の実施前，実施後にアンケート調査を行

い，地域安全マップ作成の 4つの効果の向上について評価

する．

本稿の目的は，子どもの視線から危険箇所を明らかにす

るために，インターネット技術を用いた地域安全マップシ

ステムを試作することである．地域安全マップシステムを

使った地域安全マップ作成活動を提案することにより，従

来の地域安全マップ作成活動で得られる 4つの効果につい

て，同様の効果を得ることを目標とする．本システムでは，

複数の子ども達がそれぞれパソコンの画面を通じて，同時

に協同で地域安全マップを地図として作成可能とする手法

を用いる．また，地域安全マップを多様に活用するための

機能を実装とする．

地域安全マップ作成ワークショップを行い，次の 2つの

アンケート調査により評価を行った．地域安全マップ作成

ワークショップに参加した小学生を対象に，地域安全マッ

プ作成の効果についてアンケート調査を行った．次に，地

域の街づくりを行っている住民に対して，本システムの機

能に関するアンケート調査を行った．アンケート調査の結

果，従来の地域安全マップ作成活動と同様の 4つの効果の

向上が得られた．また，本システムを使った地域安全マッ

プ作成活動は可能であり，本システムを使うことにより新

たな活用の可能性も広がる，との評価を得た．

本稿の構成を以下に示す．2章では，関連研究，関連サー

ビス，および関連の技術について示し，地域安全マップシ

ステムの提案について述べる．3章では，システムの実装

について示す．4章では，評価実験を示し，考察を行う．

5章では，まとめを示す．

2. 関連研究

2.1 地域安全マップ

清永ら [5], [6]は，子どもが自分で身を守ることができる

防犯教育が必要であると提案している．市民が自分自身が

防犯の主役であると自覚し，犯罪に対して強い社会を作る

ことを目指すこと，そして，子どもが自分で身を守ること

ができる防犯教育が必要である，と述べている．また，市

民，警察，および自治体が一緒に取り組むためのシステム

が必要であると，している．

小宮 [11], [12], [13], [14], [15], [16]は，犯罪機会論に基づ

いて考案された被害防止教育（防犯教育）活動である，地

域安全マップ作成活動を考案した．最弱者である子どもが

安全な街であれば，大人にとっても安全な街であるという

発想から，各地で小学生を中心に地域安全マップ作成活動

に取り組んでいる．犯罪機会論に基づいて見つけた犯罪が

起きやすい場所を，行政への要請を通じて修繕すれば，地

域は犯罪に対していっそう強くなると述べている．

多くの防犯マップは，自治体や警察が犯罪が発生した場

所をプロットした地図を作成し配布されるのに対し，地域

安全マップは，子ども達の作成による犯罪が起きやすい場

所を記した地図である．地域安全マップ作成活動において，

犯罪が起きやすい場所について学び，自ら危険な場所を発

見し認識するプロセスが一番重要である．地域安全マップ

の目的は，子どもたちの危険を回避する能力を育てること

であり，正確な地図を作ることが目的ではない．

地域安全マップ作成活動では，まず最初に，子ども達が

犯罪が起きやすい場所について学習する．学習した内容を

基に，グループでフィールドワークを行うことで，実際に

街に出て調査を行う．フィールドワーク調査結果を基に，

模造紙を使って手書きの絵地図のような形で地域安全マッ

プを地図として作成する．

地域安全マップ作成活動を通じた地域安全マップ作成は，

危険を回避する能力が向上するだけではない．グループに

よるフィールドワークでは，地域の人にインタビューする

ことによるコミュニケーション能力の向上やコミュニティ

への愛着が深まり，子どもの非行防止にもつながる．また，

作成した地域安全マップを，住民パトロールなどの安全活

動に活用することで，犯罪に強い街作りが期待される．

平ら [17], [18]は，地域安全マップ作成活動による，被害

防止能力，コミュニケーション能力，コミュニティへの愛

着，および非行防止能力の 4つの効果に関する研究を行っ

た．小学生を対象として，地域安全マップ作成前後に質問

紙調査を行うことで，参加した児童の 4つの効果の向上が

得られたかどうかを検討した．

濱本ら [19]は，平の「地域安全マップ作成前後の児童へ

の質問紙調査」[17]では，地域安全マップ作成直後にアン

ケートを行ったため，児童は地域安全マップを作成したこ

とによるバイアスがかかることを指摘した．濱本らは，地

域安全マップの作成によるバイアスを回避するために，実

施前，実施後および 1カ月後にアンケート調査を行い，地域

安全マップ作成の 4つの効果の向上について研究を行った．

調査の結果よる濱本の考察は，次のとおりである．被害

防止能力は，地域安全マップ作成によって被害防止能力が

向上し，さらに持続するということが検証された．コミュ

ニケーション能力は，持続効果は示されなかったが，地域

安全マップ作成によってコミュニケーション能力は向上す

るということが検証された．地域への愛着心は，時期の有

意差は認められなかったが，実施前よりも実施後の得点の

方が有意に高くなっており，地域安全マップ作成を行った

ことで，自分達の地域を知り，地域の人と関わったことに

よって，地域への愛着心が一時的に向上したと考えられる．
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非行防止能力は，時期においても，t検定においても，有

意差は認められなかった．

柳澤らは，地域安全情報を事例として，Web-GIS，SNS，

Wikiを 1つのアプリケーションとして統合し，1市町村

単位程度の空間スケールの地域における効率的な地域知の

蓄積に特化した情報共有型GISを構築している [20]．本稿

では，地理情報システムの活用として地域が持つ特性の理

解について対象としている．しかし，柳澤らのシステムで

は，特定の地域の課題を解決しうる方策を議論していない

だけではなく，総合的なアプリケーションの構築による地

域知の蓄積に特化しているため，情報活用方法，提示手法

に関して示されていない．さらに，利用者が，教師，保護

者，子どもという複数の異なるタイプを想定していないた

め，地域安全マップの構築と活用において，実利用が容易

であるとは認められない．これらが柳澤らのシステムと本

システムとの相違点である．

本システムでは，地域安全マップ作成の協調作業環境に，

作業者間での作業環境を共有するためにWebSocketを用い

た．小玉らは，複数の端末上のブラウザを一元的にコント

ロールするため，WebSocketとHTML5により構成された

システムを提案している [21]．河下らは，WebSocketサー

バ機能を持つブラウザを利用することで，ブラウザ間のア

ドホックネットワークを自律的に構築するアドホックマル

チキャスト環境を提案している [22]．星島らは，LEDディ

スプレイをインタラクティブデジタルサイネージに利用す

るため，WebSocketを用いてインタラクティブにマトリッ

クス LEDと制御する方法を提案している [23]．これらの

先行研究により，協調作業環境を構築するための手法とし

てWebSocketを用いることで安定した環境を構築できる

ことが分かる．本システムは，文章共有や協同執筆により，

グループとして目的の成果物を作成することにとどまらず，

蓄積された情報や知識をユーザが理解し，自らの意識向上

につながることを目的としたシステムである．これを実際

のユーザが，システムの機能および効果の 2つの側面で定量

的に評価することにより，目的を達成しているか確認する．

2.2 既存の防犯関連サービス

パトネットあいち*1は，愛知県警が配信する携帯電話向

けのメールマガジンである．地域安全情報，注意情報，お

よび一斉情報の 3 種類のメールマガジンが配信されてい

る．パトネットあいちでは，市民からの投稿はできないが，

様々な防犯に役立つ情報が配信されている．

千葉県警不審者情報マップ*2は，千葉県警が提供してい

る不審者情報サイトである．千葉県内の，過去 3カ月以内，

今年，および前年の不審者情報が閲覧でき，千葉県警へ情

*1 パトネットあいち，http://www.pref.aichi.jp/police/mail/
*2 千葉県警不審者情報マップ，http://www3.wagamachi-guide.

com/cp-gis/suspect/

報提供する機能がある．

安全安心map *3は，サイバーエリアリサーチ株式会社が

運営するサービスである．警察や自治体から配信された犯

罪発生情報とユーザから投稿された情報を収集，共有，およ

び記録するサービスである．主に警察から配信されるメー

ルマガジンの情報を掲載している．SNSと連携し個人が投

稿することを想定している．また，パソコンのWebブラ

ウザ向けのインターフェイスのほかに，iPhoneとAndroid

のアプリケーションも用意されている．

海外においては，犯罪や交通事故に関するデータがオー

プンデータにより公開され，さらに，公開されたデータを用

いた見える化のサービスが存在する [24]．シアトルのオー

プンデータサイト*4では，警察の事件データ*5が公開され，

Crime Map *6などの地図による見える化を行っている．シ

カゴでもオープンデータサイト*7により，犯罪データ*8が公

開され，Chicago shooting victims *9などの地図による見え

る化を行っている．サンフランシスコでは，San Francisco

Crimespotting *10により，地図上で犯罪発生の位置を示し

ている．ニューヨークでは，NYC Crashmapper *11で交通

事故の発生状況を地図上に示している．

既存の防犯関連サービスに共通しているのは，過去の犯

罪履歴を地図上にプロットすることで，犯罪多発地域など

への防犯意識を向上させることにある．したがって，犯罪

が発生した情報を警察や自治体が作成して市民に配信する

ものがほとんどである．個々に配信されるメールマガジン

と連携，SNSとの連携，およびモバイル端末への配信を

行っているなどの特徴がある．また，海外でも防犯関連の

サイトが存在するが，統計的な意味合いの強いサイトが多

い．しかし，清永が提案する，子どもが自分で身を守るこ

とができる防犯教育の提案とは，趣旨の異なるサービスで

ある．すでに犯罪が発生している箇所への先入観にとらわ

れることなく，子ども達の視線で危険と感じる場所を基に

注意喚起することも重要である．

2.3 地域安全マップシステムの提案

本稿では，フィールドワーク調査結果を基に作成する地

*3 安全安心 map，http://www.ananmap.com/
*4 Seattle - Open Data - City of Seattle Open Data portal,

https://data.seattle.gov/
*5 Seattle Police Department Police Report Incident,

https://data.seattle.gov/Public-Safety/Seattle-Police-
Department-Police-Report-Incident/7ais-f98f

*6 Crime Map, https://data.seattle.gov/Public-Safety/Crime-
Map/x3ji-ckps

*7 City of Chicago - Data Portal - City of Chicago - Data
Portal, https://data.cityofchicago.org/

*8 Crimes - 2001 to present, https://data.cityofchicago.org/
Public-Safety/Crimes-2001-to-present/ijzp-q8t2

*9 Chicago shooting victims, http://crime.chicagotribune.
com/chicago/shootings

*10 San Francisco Crimespotting,
http://sanfrancisco.crimespotting.org/

*11 NYC Crashmapper, http://nyc.crashmapper.com/
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域安全マップの作成について，インターネットを有効活用

した地域安全マップの作成手法を提案する．小宮が考案し

た地域安全マップ作成活動では，実際に街で行ったグルー

プでのフィールドワーク調査結果を基に，1枚の模造紙を

使って，複数の子ども達が手書きの絵地図のような形で地

域安全マップを地図として作成していた．地域安全マップ

の作成手法には，子ども達の手書きによる独自性があるこ

と，子ども達や小さなコミュニティにとって理解しやすい

表現方法であること，などの利点が考えられる．本システ

ムでは，あらかじめ地図を表示した状態で地域安全マップ

を作成するため，これらの手書きの利点が失われることが

考えられる．しかし，地図作成工程を省くことができるた

め，犯罪が起きやすい場所を入力する作業に集中すること

ができる利点がある．本システムは試作であり，犯罪が起

きやすい場所を入力する作業を優先し，上記の手書きの利

点については，今後の課題とし，次のステップで検討する

こととする．著者らが提案する地域安全マップ作成活動は，

フィールドワーク調査結果を基に，複数の子ども達がそれ

ぞれパソコンの画面を通じて，同時に協同で地域安全マッ

プを作成する手法であることが異なり，新規性である．

本稿の地域安全マップシステムは，複数の子ども達がそ

れぞれのパソコンのブラウザを利用して作成する．サーバ

とブラウザとの間の通信のための双方向通信用の技術規格

であるWebSocket技術を用い編集操作を同期することで，

他の人の編集操作をブラウザの画面上でリアルタイムに確

認しながら自分の編集操作を行うことができる．さらに，

他人が作成した情報を，より詳しい情報などへ再編集する

ことも可能である．とかくパソコンを通じた作業は，孤独

な作業になりがちであるが，本稿の手法を用いたオンライ

ン越しのコミュニケーションにより，コミュニケーション

能力の向上も維持できると考える．

子ども達だけでマップの作成作業を行う場合，不要ある

いは間違った情報が書き込まれたり，同一箇所の情報が複

数書き込まれる可能性がある．作業を行う複数のパソコン

が同期しているため，類似した情報の書き込みを回避する

ことが困難な場合もある．さらに，子どもがふざけて，悪

意ある編集を行ったり，明らかに間違った情報を入力する

ことも考えられる．子ども達が作成後に大人が確認し，必

要に応じ修正することは当然可能であるが，本システム

のWebSocket技術の同期機能により，指導者や大人が別

のパソコンですべての編集状況を逐次モニターすることも

できる．可能な限り子ども達の自主性を重んじるべきであ

るが，問題のある編集が行われたら，必要であれば，問題

箇所の修正ならびに注意や指導を行うことも可能である．

したがって，子ども達がマップを作成した後に，指導者の

大人が書き込まれた内容をひととおり確認する必要はある

が，印刷するための清書などの作業は必要ない．

本稿の地域安全マップシステムは，Webシステムである

ので理論上は数十人で作成することも可能である．たとえ

ば，小学校のクラス単位の取り組みでの 30名超や，自治会

単位での 20名程度の人数であっても，1つの地域安全マッ

プを作成することも理論上は可能である．しかし，小宮の

地域安全マップでは，数人程度の子供達により模造紙 1枚

の地域安全マップを作成している．したがって，今回の試

作段階においては，まずは小宮の地域安全マップと同程度

の数人で 1つの地域安全マップを作成することを目指す．

従来の地域安全マップは，1枚の模造紙で作成するため，

掲示場所は 1 カ所に限定され，活用方法も限られたもの

になりがちである．本稿の地域安全マップは，印刷機能に

より印刷することで複製が可能であり，より多くの人が

様々なアイデアにより地域安全マップを活用することが

可能となり，新たな活用の可能性も広がる．しかし，既存

の地図サービスを用いた地域安全マップシステムにおい

て，印刷して不特定多数に配布する際には，配布自体が

認められない場合や承諾などが必要な場合などの制約が

ある．したがって，既存の地図サービスの地図を自由に

活用することは困難である．この問題を解決するために，

OpenStreetMap *12 [25], [26]の地図を用いた．

Googleマップ*13に代表されるような既存地図サービス

は多く存在し，多くの利用者がある．既存の地図サービス

は，一般に閲覧などの利用に対しては無料であるが，地図

の複製，改変，再配布などを行う際には，利用規約上の制

約がある．たとえば，地図上の地物の情報が古かったとき，

新しい情報に書き換えることは実質不可能である．また，

既存の地図サービスの地図が含まれる印刷物を不特定多数

に配布する際には，配布自体が認められない場合や承諾な

どが必要な場合などの制約がある．したがって，既存の地

図サービスの地図を自由に活用することは困難である．

OpenStreetMapは，利用規約上の制約に執われること

なく自由に地図を活用可能である．OpenStreetMapとは，

ユーザ参加型によるボランタリーな地理情報データ作成プ

ロジェクトである．OpenStreetMapの成果物，および情報

生成過程であるコミュニティ活動は，防災，教育，福祉，産

業，観光，地域再生などの様々な社会活動により社会への

貢献を果たしており，地域活性化や街おこしとの親和性も

高い [27], [28]．OpenStreetMapは，Open Data Commons

Open Database License（ODbL）*14の下にライセンスする

オープンデータである．ODbLに従い OpenStreetMapと

その協力者をクレジットするだけで，承諾などの手続きを

必要とせず，地図の複製，改変，再配布などを自由に行う

ことができる．したがって，OpenStreetMapのデータは，

誰でも自由にデータの編集が可能であり，作成された地図

*12 OpenStreetMap, http://openstreetmap.org/
*13 Google マップ，https://www.google.co.jp/maps/
*14 Open Data Commons Open Database License (ODbL),

https://opendatacommons.org/licenses/odbl/
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データは自由に活用可能であることから，印刷物の再配布

などの制約がなく，様々な取り組みで活用されている．以

上により，OpenStreetMapには自由に活用でき，自由に

配布でき，地図データを編集し地物を更新できるという，

既存の地図サービスにはないメリットがある．また，国

土地理院の基盤地図*15も利用規約に従って地図を活用可

能であるが，地図上の地物を最新にすることはできない．

OpenStreetMapであれば，地図データの編集も可能であ

り，地域の地図情報を更新する必要があった場合，子ども

達にはハードルが高くとも，大人が地図データを編集して

最新に更新することも可能である．したがって，本システ

ムでは OpenStreetMapの地図を用いた．

地域安全マップシステムを利用した，地域安全マップ作

成活動の評価方法には，濱本の研究によるアンケートを参

考にすることとする．地域安全マップ作成ワークショップ

に参加した小学生を対象に，地域安全マップ作成の実施前

後にアンケート調査を行い，実施前と実施後の得点の差に

より地域安全マップ作成活動の効果を測定し評価する．さ

らに，地域の街づくりを行っている住民に対して，本シス

テムの機能に関するアンケート調査を行う．

3. システム実装

3.1 システム概要

本システムは，地域安全マップ作成活動の中で子どもが

自ら犯罪が起きやすいと思われる場所の情報を入力し，子

どもが入力した犯罪が起きやすいと思われる場所の情報を

市民・自治体・警察が地域の安全のために活用することを

目指したシステムである（図 3）．

本システムは，パソコンのブラウザにより利用する

ウェブシステムとして開発を行った．ブラウザ・サー

バ間の通信は，Ajax で行う．本システムの開発には

Mac OS X を使用した．開発言語は Ruby 2.1.0dev *16を

使用し，Web フレームワークとして Ruby on Rails

図 3 地域安全マップシステム：システム概念図

Fig. 3 Regional safety map system: Concept of system.

*15 国土地理院基盤地図，http://www.gsi.go.jp/kiban/
*16 Ruby, https://www.ruby-lang.org/

4.1.1 [29] *17を用いた．Ruby の環境は rbenv で構築し

た．開発に用いたエディタは Emacs 24.3 *18である．ま

た，データベースは SQLite3 *19を用いた．WebSocket

サーバには websocket-rails を用いた．JavaScript ライブ

ラリは jQuery *20，leaflet *21，Leaflet.MiniMap，および

Leaflet.drawを用いた．

本システムでは，地域安全マップの作成，編集，閲覧，

および印刷の機能がある．本システムへの犯罪が起きやす

い場所の情報の入力は，主に子ども達が地域安全マップ作

成活動の中で行う．子ども達が入力した情報をリアルタイ

ムに地域で共有することができる．また本システムでは，

紙の地域安全マップとは異なり犯罪が起きやすいと思われ

る場所の情報を編集可能である．つまり，情報をメンテナ

ンスして最新の情報を共有することができる．本システム

に入力された情報は，子ども達の視線から危険な箇所を確

認することができ，街の修繕や街づくりに活用できる．

図 4 は，本システムの画面遷移図である．本システム

は，ホーム画面，サインアップ画面，サインイン画面，地

図作成画面，および地図印刷画面，の 5つの画面で構成し

ている．ホーム画面を中心に各画面へ遷移する．

マップの作成機能では，情報の位置を示すマーカ，およ

びマーカに対して情報のコメントや写真を入力できる．さ

らに，次節で詳しく説明するが，地図を読みやすくするた

めに，マーカに加え，ランドマーク，およびラインを入力

することができる．ただし，ポリゴン（面）については現

在の仕様では入力できない．

3.2 地図理解支援機能

本システムでは，子どもの地図を読む能力に合わせて，

図 4 地域安全マップシステム：画面遷移図

Fig. 4 Regional safety map system: Screen transition diagram.

*17 Ruby On Rails, http://rubyonrails.org
*18 GNU Emacs, https://www.gnu.org/software/emacs/
*19 SQLite, https://sqlite.org/
*20 jQuery, http://jquery.com
*21 leaflet, http://leafletjs.com
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図 5 地域安全マップシステム：地図入力画面

Fig. 5 Regional safety map system: A screen for inputting to

the map.

地図を読みやすくするために，マーカ，ランドマーク，お

よびラインを追加編集できるようにした．

マーカとは，地図上に写真やコメントを掲載した場所に

表示するアイコンのことである．ランドマークは，45度ご

との角度を示すアイコンを地図上に表示するアイコンであ

る．マーカと一緒に建物の写真を表示し，ランドマークの

形状で建物の正面の方角が分かるようにすることにより，

子どもの理解能力に合わせて設定できる．ラインとは，地

図上に線を引くことができる機能である．ワークショップ

で実際に歩いた経路や調査地域を区別するなど自由に描画

することができる．図 5 は，本システムでの地図入力画面

の例である．青いアイコンが，マーカである．赤いアイコ

ンが，ランドマークであり，内側の 3角が方角を示す．赤

い線が，ラインである．登録した画像やコメントが，ポッ

プアップ表示される．

3.3 WebSocket技術による協同作成機能

地域安全マップの編集画面では，地図上の特定の場所に

写真とコメントを登録してプロットすることができる．さ

らに，WebSocketを使用して他の利用者にリアルタイムに

編集の情報を配信することで，協同で地域安全マップを作

成できる．

利用者がマーカ追加などの編集作業を行うと，入力した

情報をWebSocketを使ってサーバへ送信し，サーバがすべ

てのユーザのブラウザへ情報を配信する．情報を受け取っ

たブラウザは，受け取った情報に基づいて地図上に新しい

マーカを表示し，他のユーザが新しい情報を入力したとい

う通知を画面に表示する．マーカの編集および削除を行っ

た場合も同様の処理を行う．

3.4 OpenStreetMap活用による印刷機能

作成された地域安全マップを多様な用途で活用可能とす

るために，印刷機能を装備した．既存の地図サービスにあ

る利用規約上の問題点を回避するために，OpenStreetMap

の地図を利用した．印刷機能では，目的に合った印刷形態

図 6 地域安全マップシステム：印刷出力例

Fig. 6 Regional safety map system: Example of print output.

を設定することにより，多様な印刷形態が可能となる．本

システムは試作段階であるため，基本的な印刷形態のみ出

力可能であるが，必要に応じ，目的に合った印刷形態を設

定することにより，多様な用途で活用可能である．

図 6 は，地域安全マップの印刷出力例である．上段に地

図を配置し，下段に写真およびコメントを配置した例であ

る．上部の地図では，番号が振られたマーカがプロットさ

れている．下部のコメント欄では，マーカの番号，写真，

およびコメントを表形式で表示している．

4. 評価実験

4.1 地域安全マップ作成効果のアンケート調査

最初に，地域安全マップ作成ワークショップに参加した

小学生を対象として，本システムを使用した地域安全マッ

プ作成の効果についてアンケート調査を行った．

地域安全マップの作成ワークショップは，2014年 11月

16日に実施した．調査対象者は，自由参加で集まった愛

知県一宮市の神山地区の小学生 7名で，内訳は，4年生 3

名（女子 1名，男子 2名），5年生 3名（男子 3名），6年

生 1名（女子 1名）である．地域安全マップの作成ワーク

ショップ，およびアンケート調査は次の手順で行った．

( 1 ) 実施前のアンケート調査（表 1）

( 2 ) 地域安全マップ作成の指導

( 3 ) フィールドワーク

( 4 ) 地域安全マップ作成
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表 1 地域安全マップ作成効果のアンケート内容

Table 1 Questionnaire on regional safety map creation effect.

【被害防止能力の向上に関する質問】
1. どんな場所で犯罪がおこりやすいか，分かりますか
2. どんな場所が安全か，分かりますか
3. 人通りが少ない道を 1 人で歩くのは，危険だと思いますか
4. 危険を感じた時に助けを求められる場所（こども 110 番）がどこに
あるか，知っていますか

【コミュニケーション能力の向上に関する質問】
5. 話し合いをする時に自分の意見が言えると思いますか
6. 他人の意見を聞くことができると思いますか
7. 自分が住んでいる地域の人と話すことが楽しいと感じると思いま
すか
8. あいさつをすることは大切なことだと思いますか

【コミュニティへの愛着心の向上に関する質問】
9. 自分が住んでいる地域の良いところが言えると思いますか
10. 自分が住んでいる地域を住み良くしたいと思いますか
11. 自分が住んでいる地域が好きですか
12. 大人になった時に自分が住んでいる地域でくらしたいと思いますか

【非行防止能力の向上に関する質問】
13. 自分がされて嫌なことは他人にしないようにすると思いますか
14. かべに描いてある落書きを見たら，嫌な気持ちになりますか
15. 地域の人が困るようなことはしないようにしていますか
16. 道路にタバコやゴミを捨てる人を見たら，いやな気持ちになると
思いますか

＊ どんな場所が危ないと思いますか（自由回答形式）

( 5 ) 実施後のアンケート調査（表 1）

【( 1 )( 5 ) 実施前および実施後のアンケート調査】アン

ケート調査は匿名で行ったが，個人の地域安全マップ作成

前後の変化が分かるようにする必要がある．したがって，

事前に，小学生に番号を書いたラベルシートを配布し，ラ

ベルシートをアンケートに貼るようにした．

アンケート内容は，濱本ら [19]が用いたアンケートを参

考にし，表 1 のアンケートを作成して実施した．被害防止

能力の向上に関する質問を 4項目，コミュニケーション能

力の向上に関する質問を 4項目，コミュニティへの愛着心

の向上に関する質問を 4項目，および非行防止能力の向上

に関する質問を 4項目，の合計 16項目とした．回答方法

は，「そう思う」，「ややそう思う」，「あまりそう思わない」，

「そう思わない」，および「わからない」の 5点法とした．

さらに，「どんな場所が危ないと思いますか」の質問を自由

回答形式で加えた．

【( 2 )地域安全マップ作成の指導】地域安全マップ作成指

導には，NPO法人エクスプローラー北海道が作成したビ

デオ「地域安全マップを作ろう」[30], [31]を使用した．

【( 3 )フィールドワーク】フィールドワークは，小学生

らを 2つの班に分け，指定された地域で，犯罪が起きやす

そうな場所について調査するように指示した．父兄らも同

行したが，子ども達に助言などを行うことはなく，子ども

達の行動の安全確認にのみ努めた．フィールドワークは，

約 1時間程度行い，子ども達は協力しあい自主的に犯罪が

起きやすそうな場所などについて，メモや写真撮影などを

行った．

表 2 地域安全マップ作成効果のアンケートの結果集計

Table 2 Result of the questionnaire on effect of regional safety

map creation.

質問の種類 実施前の平均値 実施後の平均値

被害防止能力 16.50 18.57

コミュニケーション能力 17.29 17.86

コミュニティへの愛着心 17.57 17.57

非行防止能力 17.71 18.86

【( 4 )地域安全マップ作成】フィールドワーク後の地域安

全マップの作成は，複数のパソコンを用いて，1人ずつ交

代でパソコンを操作して行った．子ども達の中には，ロー

マ字入力などパソコン操作が苦手な子どももいたが，子ど

も同士教え合いながら地図を作成し，40分ほどで完了し

た．システムの操作に関して特に問題は発生せず，子ども

達は意欲的に互いに教え合いながら地図を作製した．子ど

も達は，フィールドワークで発見した犯罪が起きやすそう

な場所についてマップ上に入力した．入力の際には，子ど

も達同士で議論を行い，フィールドワークで撮影した写真

やコメントを入力した．子ども達が入力した内容について

確認したところ，入力した 9カ所すべてにおいて，おおよ

そ正しい位置に入力されており，ふざけたコメントなどの

不適切な内容がないことを確認した．また，一般にパソコ

ンを通じた作業は，孤独な作業となりがちであるが，子ど

も同士教え合いながら問題を解決していたことから，孤独

に作業を続ける子どもは見られなかった．

アンケートの結果を表 2 に示す．表 2 では，2回のア

ンケートについて，被害防止能力，コミュニケーション能

力，コミュニティへの愛着心，および非行防止の効用ごと

の合計の平均値を示している．被害防止能力の質問は，平

均値では実施前（16.50）よりも実施後（18.57）の方が 1.86

上昇した．次に実施前と実施後の得点について 2群の対応

のある t検定を行った．その結果，実施前よりも実施後の

方が有意に高くなった（t(6) = 3.11，p < .02）．コミュニ

ケーション能力の質問は，平均値では実施前（17.29）よ

りも実施後（17.86）の方が 0.57上昇した．次に実施前と

実施後の得点について 2群の対応のある t検定を行った．

その結果，実施前よりも実施後の方が有意に高くなった

（t(6) = 2.83，p < .03）．コミュニティへの愛着心の質問

は，平均値では実施前（17.57）と実施後（17.57）で変化

がみられなかった．非行防止能力の質問は，平均値では実

施前（17.71）よりも実施後（18.86）の方が 1.14上昇した．

次に実施前と実施後の得点について 2群の対応のある t検

定を行った．その結果，実施前よりも実施後の方が有意に

高くなった（t(6) = 2.83，p < .03）．

表 3 は，アンケートの「どんな場所が危ないと思います

か」の質問に対する，子ども達の回答を，子ども達が書い

た原文のまま示す．地域安全マップ作成前後の 2度行った
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表 3 「どんな場所が危ないと思いますか」アンケート回答

Table 3 “What kind of places do you think is dangerous?”

Questionnaire answer.

・駅の下 くらいからあぶない
・ちゅう車場 人がすくなそう
・神社 くらいくて，人が少ないから
・寺 くらくて 人がすくないから
・男の子がさらわれた 小さい公園だったから
・神社 くらいから
・セブンイレブン 事件がおきそう ニュースとかあるから
・ほそくて人通りがすくなそうだから
・道路が広いから
・神社 くらくてあぶない
・公園人が少ない
・えきの下 くらい
・くらくておそわれていることに気がつかないから
・暗くて見えにくいから危ない

が，前後で特に変化はみられなかった．

4.2 システム機能に関するアンケート調査

次に，本システムの実用化に向けて課題などを検討する

ために，地域の街づくりを行っている住民に対して，本シ

ステムのデモンストレーションと説明の後に，機能に関す

るアンケート調査を行った．調査対象者は，一宮市神山地

区の住民 19名（女性 4名，男性 15名）である．アンケー

ト内容は，システムの機能に関する以下の 3問の質問で，

回答方法は，「そう思う」，「ややそう思う」，「あまりそう思

わない」，「そう思わない」，および「わからない」の 5点法

とした．さらに，システムについてヒヤリングにより意見

や感想を聞いた．

• 質問 1：犯罪が起きやすい場所の情報を自治体と市民

の間で共有する機能は，子どもの安全を守るために役

立つと思いますか

• 質問 2：最新の犯罪が起きやすい場所の情報を印刷す

る機能は，子どもの安全を守るために役立つと思いま

すか

• 質問 3：最新の犯罪が起きやすい場所の情報を閲覧す

る機能は，子どもの安全を守るために役立つと思いま

すか

システム機能に関するアンケート調査の結果は，次のと

おりである．質問 1に対して，58%の人が「そう思う」と

回答し，37%の人が「ややそう思う」と回答した．質問 2

に対して，63%の人が「そう思う」と回答し，32%の人が

「ややそう思う」と回答した．質問 3に対して，63%の人が

「そう思う」と回答し，32%の人が「ややそう思う」と回答

した．

アンケート後に行った，システム機能に関するヒヤリン

グで得られた意見や感想は，表 4 のとおりである．

4.3 評価実験の考察

ワークショップに参加した小学生を対象に行った地域安

全マップ作成効果のアンケート結果から，被害防止能力，

表 4 システム機能に関するヒヤリングによる意見・感想

Table 4 Opinions and comments by hearing on system func-

tions.

・学校が配信しているメーリングリストと連携できると良いと思う．
・地域で配信しているメーリングリストと連携できると良いと思う．
・スマートフォンで見れるようになると良い．
・子どもの教育にすることになると一般の地図では細かくわかりずら
いと思うので，身近な部分を切り取り簡単な地図にした方がよいと思う．
・犯罪予防という観点で地図以外の予防策や対処方法など統合的な
情報があればより良いと思う．
・写真に写っている建物の所有者が見たら不快に思うかもしれない．
・情報は人の生活に欠かせない者だと思う．従って便利なものは一方
で悪用しようとする人にとっても好都合なもの．犯罪につながります．
情報の活用という点で，利用者のマナー向上が求められると感じた．
・犯罪の捜査の障害や情報の悪用の懸念から警察が嫌がるかもしれ
ない．
・どこまでの情報を公開するかの判断が難しいと思う．
・システムの運用や管理体制が問題になると思う．

コミュニケーション能力，および非行防止が向上しており，

地域安全マップ作成活動における効果の向上を見ることが

できた．本稿の手法では，子ども達のコミュニケーション

がオンライン越しで行われる場合もあるが，コミュニケー

ション能力の項目においても効果の向上があった．実際

ワークショップにおいても，子ども達が問題なく本システ

ムを使って地図を作成でき，グループでシステムを使用す

ることにより，操作に問題があった場合でも，子ども同士

教え合いながら問題を解決していたことを確認している．

このことからも，子ども達のコミュニケーションの場を提

供できたと考えることができる．子ども達は，フィールド

ワークで発見した犯罪が起きやすそうな場所の入力の際に

は，子ども達同士で議論を行っていた．子ども達の議論に

合わせてコメントを何度も修正するケースもあったが，本

システムでは入力した情報を容易に修正可能であり，子ど

も達の考えを表現するために有用であった．また，本シス

テムではパソコンを操作することが，子ども達にとって敷

居が高いとの懸念があった．しかし，地域安全マップの作

成の際には，パソコンの操作に不慣れな子どもに対して，

操作に慣れている子どもが，積極的に教え合う行動も確認

している．このことからも，子ども達のコミュニケーショ

ンの場として有用であったと考える．また，一般にパソコ

ンを通じた作業は，孤独な作業となりがちであるが，子ど

も同士教え合いながら問題を解決していたことから，孤独

に作業を続ける子どもはみられなかった．今回の評価実験

は，完全な個別作業ではなく数人のグループが集合して作

業をしており，子ども同士の教え合いが活発に行われたた

めと考える．子ども達が協力しあい自主的に危険な場所を

記録した共同作業が，子ども達のコミュニケーションを深

めるきっかけとなり，その後のマップ作成作業での教え合

いにつながったことも考えられることから，アンケート結

果でコミュニケーション能力の向上を示したことについて

妥当性があるといえる．以上により，地域安全マップシス

テムを使った提案手法では，地域安全マップ作成活動にお

ける 4つの効果向上が得られており，インターネットを利
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用した地域安全マップ作成の可能性を示すことができた．

地域安全マップ作成指導時に，「入りやすく，見えにくい

場所が危険」という指導を行っていた．これに対して，小

学生を対象とした「どんな場所が危ないと思いますか」の

アンケートの質問では，子ども達は「入りやすく，見えに

くい場所」よりも，「暗い場所」「人がいない場所」に対し

て危険だと感じることが分かった．犯罪が起きやすい場所

の説明が足らなかった可能性もあるが，「入りやすく，見え

にくい場所」という表現が子ども達にとって理解しにくい

可能性も考えられる．

地域の街づくりに関わっている住民に対してのシステム

機能に関するアンケート結果からは，本システムが子ども

の安全を守るための活動に有効であるという評価を得るこ

とができた．メーリングリストやスマートフォンなどとの

連携の要望もあり，今後検討が必要である．また，システ

ムの本運用に向けて，管理体制の整備も重要な課題である．

本システムを使用した地域安全マップ作成では，7名の

子ども達により 1つの地域安全マップを作成した．小宮の

地域安全マップでは，数人程度の子ども達により模造紙 1

枚の地域安全マップを作成しており，同程度の人数で作成

可能であることが分かった．しかし，小学校のクラス単位

で 30名超や，自治会単位で 20名程度の人数により 1つの

地域安全マップを作成しようとするケースも考えられる．

本稿の地域安全マップシステムはWebシステムであるの

で，通信回線の制約やサーバの性能による制約などがなけ

れば，理論上は数十人で作成することも可能である．ただ

し，多人数のよる共同作業という観点から見た場合，意見

の食い違いなどが頻繁に発生し，逆に作業効率が悪くなる

ことも考えられる．また，地域安全マップ作成時において，

個々の意見が十分に反映されないケースも考えられる．し

たがって，多人数での地域安全マップの作成については，

今後の課題とし，検証する余地がある．

地域安全マップ作成活動の目的は，犯罪が起きやすい場

所について学び，自ら危険な場所を発見し認識するという

重要なプロセスを通じて，子ども達の危険を回避する能力

を育てることである．子ども達のアンケートの結果から，

平ら [17], [18], [19]が行った研究結果と近い結果が得られ，

従来の地域安全マップ作成活動と同様に防犯に対する意識

の向上を確認できた．また，フィールドワークやマップ作

成作業における子ども達の行動では，積極的に危ない場所

を探したり，パソコンの操作方法を教え合うなどの行動が

みられ，子ども達のコミュニティ活動が活性化しているこ

とを確認できた．よって，より正確な地図を書こうする行

動もなく，危険な場所を地図上に表示することに専念する

ことができた．

従来の地域安全マップ作成活動では，1枚の模造紙に作

成されることで，子ども達の手書きによる独自性があるこ

と，子ども達や小さなコミュニティにとって理解しやすい

表現方法であること，などの利点があった．しかし，本稿

の地域安全マップシステムを用いた作成活動では，子ども

達の手書きによる利点が失われていることが考えられ，今

後の課題としておく必要がある．

5. まとめ

本稿の目的は，子ども達の視線から危険箇所を明らかに

するために，地域安全マップシステムを使った地域安全

マップ作成活動の提案である．本稿では，子どもが自ら犯

罪が起きやすいと思われる場所の情報を入力し，子どもが

入力した情報を共有できる地域安全マップシステムを試作

した．本システムでは，WebSocket技術を用いることで，

ユーザ間でリアルタイムに情報を共有しながら地図を作成

できる協同作業機能を実装した．また，地域安全マップの

活用の可能性を広げるために，利用規約の制約のある既存の

地図サービスではなく，自由に活用可能なOpenStreetMap

を利用した．評価実験では，地域安全マップ作成ワーク

ショップに参加した子ども達を対象に，地域安全マップ作

成の効果についてのアンケートを実施したところ，従来の

地域安全マップ作成活動と同等の効果が得られることを確

認した．

今後の課題を示す．本稿の地域安全マップシステムを用

いた作成活動では，子ども達の手書きによる利点が失われ

る点について検討を行う必要がある．また，本システムと

他メディアとの連携により，より多くの活用の可能性を検

討し実装する必要がある．
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